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「飲食店」の倒産動向（2025 年） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク
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当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります。著作権法の範囲内でご利用いただき、
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「飲食店」の倒産動向（2025 年） 
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2025 年の飲食店経営事業者の倒産は９００件発生し、前年（８９４件）を上回って、過去最多を

更新した。食材・光熱費の高騰や賃上げなどで利益が圧迫されている状況に加え、同業との競合

が激化するなか、容易に値上げに踏み切れない中小・零細の飲食店を中心に、倒産・廃業の件数

は高止まりすることが見込まれる。 

 

株式会社帝国データバンクは「飲食店」経営事業者の倒産動向について調査・分析を行った。 

集計期間：2000 年 1 月 1 日～2025 年 12 月 31 日まで 

集計対象：負債 1000 万円以上、法的整理による倒産 

  

SUMMARY 

2026/01/13 

負債総額は減少傾向 

中小・零細飲食店の苦境が浮き彫りに 

 

2025 年の「飲食店」倒産 
過去最多の９００件 
３年連続で増加 
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「飲食店」の倒産動向（2025 年） 
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過去最多を更新

2025 年の「飲食店」倒産、過去最多の 900 件。3 年連続の増加   

 

 ２０２５年飲食店経営事業者の倒産（負債 1000 万円以上、法的整理）は 900 件となり、前年（８９４件）か

ら０.７％・6 件増加。過去最多を記録した２０２４年（８９４件）を上回って過去最多を更新した。 

 一方で負債総額は、約 442 億２７００万円と前年（約６００億５００万円）を大きく下回り、負債５０００万円

未満の小規模倒産が６９６件（77．３％）を占めた。負債額トップは、居酒屋「串特急」などを運営していた

（株）フーディアム・インターナショナル（静岡、１１月破産）の約１5 億 17００万円。 

 

「飲食店」の倒産 件数推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 業態別の内訳をみると、居酒屋を主体とする「酒場・ビヤホール」が 204 件で最も多かった。前年（２12

件）から３.８％・８件減少したものの、2023 年以降 3 年連続で２00 件を超える高水準の推移となった。町

中華のほかラーメン店や焼肉店、カレー店などの業態が中心となる「中華・東洋料理店」は１７９件と、前年

（１５8 件）から 1３.３％・２１件増加し、過去最多となった。また、「日本料理店」も９７件、前年（７７件）から２

６.０％・２０件増加し、通年で初めて９0 件を超え過去最多となった。「酒場・ビヤホール」「中華・東洋料理店」

は、コロナ禍での給付金の恩恵を受けていた企業の割合が高いと聞かれ、アフターコロナでの飲食スタイル

の変化に対応出来なかった企業の淘汰が進んだ。「日本料理店」は、コロナ禍以降、２次会需要減少など顧

客の行動変容の影響が大きいことに加え、売り上げの多くを占めていた接待需要の縮小も影響したとみら

れる。いずれも、全体的に団体客の減少や節約志向の高まり、原料価格や人手不足による人件費高騰の影

響を大きく受けた倒産が目立った。 
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「飲食店」の倒産動向（2025 年） 

「飲食店」の倒産 業態別内訳（直近 5 年） 

 
コロナ禍で大きなダメージを受けた飲食店業界では、セントラルキッチン方式やスケールメリットを生かし

たコスト軽減やインバウンド需要等を背景に、大手チェーンの多くが増収増益の決算を叩き出すなど、息を

吹き返しつつあるように見える。 

一方で、中小規模の飲食店は、アフターコロナで食材費や人件費・光熱費など運営コストの急激な高騰に

直面する厳しい状況に加え、大手を含めた同業と競合激化するなかで、容易に値上げに踏み切れないケー

スが多い。帝国データバンクが発表した 「価格転嫁に関する実態調査（２０２５年７月）」では、飲食店業界

の価格転嫁率は３２．３％と全業種平均（３９．４％）を下回っている。さらには、近年の都心部を中心とした

不動産価格上昇によって、テナントの賃料負担も高まることが見込まれることから、倒産件数は、高止まりす

ることが見込まれる。 

飲食店・業態別 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 前年比

酒場・ビヤホール 167 142 204 212 204 -3.8%

中華・東洋料理店 81 66 109 158 179 13.3%

日本料理店 51 35 70 77 97 26.0%

バー、キャバレー 46 29 58 93 89 -4.3%

西洋料理店 71 49 81 123 87 -29.3%

その他の料理店 35 26 64 65 69 6.2%

喫茶店 49 34 72 61 61 0.0%

一般食堂 34 37 59 50 65 30.0%

そば・うどん店 7 8 21 27 22 -18.5%

すし店 18 17 22 22 20 -9.1%

料亭 10 9 8 6 7 16.7%

合計 569 452 768 894 900 0.7%

※網掛けは過去最多を示す

（件）


